
☆お問い合わせ・お申込みについて　　
　・別紙申込書（裏面記入例）に必要事項を記入し、窓口又は、
　郵送、ＦＡＸにて６月２０日（月）までにお申し込みください。
　※以前よりご利用いただいている方も改めてご提出ください。
又、申込期限を過ぎての申込みも可能ですが、チラシ等には
　掲載されませんので、予めご注意ください。

 土浦商工会議所では、地元での消費拡大や

地域経済の活性化を目指し、１０%お得な

「プレミアム付商品券」を発行いたします。

消費者誘導のツールの一つとして是非

ご活用ください。
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　　　　☆「プレミアムのプレミアム」について

  ・さらに消費者の購買意欲拡大・喚起を促すことを狙いとして、

　商品券を使用してお買いものをするお客様に対し、

　各店独自のサービスをご提供いただければと考えております（任意）

　　＊大型店（売場面積1,000㎡以上）を除く

 ・サービスの内容はチラシ・ホームページ等でPRさせていただきます。

　この企画にご協力いただき、皆様のお店にお客様を呼び込みましょう！

☆取扱加盟店の条件は？

　・市内の土浦商工会議所並びに

　　土浦市新治商工会会員事業所

　・プレミアム分として、額面の2.2％

　　をご負担いただきます。

　・消費者に直接物品やｻｰﾋﾞｽの提供

　　を行う業種とし、公序良俗の観点

　　から、風俗・娯楽を営む事業者は

　　対象外となります。

☆プレミアム付商品券とは？

　・500円券１２枚と大型店でも使用

　　可能な1000円券５枚を１組で

　　現金１万円で消費者に販売します。

　・取扱加盟店でのみ使用することができ

　　ます。

　・使用期限：平成２８年７月２９日（金）

　　　　　　～平成２９年１月２５日（水）
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